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Abstract
Purpose of the Study: The authors report the result of the status guo and the issues of disaster 
and the prevention in public high schools in Okinawa.
Design and Methods: The authors carried out the survey by mail about the status guo and 
the issues of disaster and the prevention to 60 prefectural high school principals in Okinawa. 
Respondents (N=55) completed the survey that included questions about the above the sea level, 
the types of the programs on Tsunami protection measures, and the status guo, the issues of their 
high schools. 
Results: Eleven high schools (20%) were 5 meters or below above the sea level and 16 schools 
(29.1%) were 10 meters or below above the sea level.   Thirty-three high schools have done the 
tsunami drills, and the types of programs were mainly categorized into four: the drills with 
students and teaching staff, the drills with schools and communities, the tabletop exercises, the 
drills only students wearing their clothes.  Issues were categorized into three: beyond thinking 
about tsunami disaster in Okinawa, difficulty to have time for Tsunami protection drills, and no 
writtten materials for drills. 
Implications:  Tsunami disaster is unexpected for many principals.  However, there are many 
earthquakes around Okinawa and the disaster will come without notice or in a short time. 
Therefore, schools in Okinawa should prepare for Tsunami disaster and conduct the drills for 
Tsunami as soon as possible to save students’ lives.

1. はじめに

沖縄県において，地震の発生件数は少ないと一

般的に考えられているが，実際にはかなりの頻度

で発生している。国土交通省気象庁の発表による

と，2016年の沖縄県における震度1以上の地震の

観測回数は67回となっている。この回数の内訳

は，最大震度3の地震が2回，最大震度2の地震が

18回，最大震度1の地震が47回である。1990年以

降，沖縄県で観測された最大震度は，震度5であ

る。国内における地震回数ランキングで，沖縄県

は2016年に67回で19位，震度3以上限定では2回
31位，2015年は77回16位，震度3以上限定では

12回10位，2014年は74回16位，震度3以上限定

では8回15位である。1）このように，沖縄県は，
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全国的にも地震の発生回数の多い県となっている

が，地震の発生や津波の襲来はないと考えている

県民が多いのが現状である。

沖縄近海ではなく，海外で発生した地震の影響

で津波が襲来することもある。海外で発生した地

震・津波が国内外で影響を与えた例として，国内

で死者行方不明142名の犠牲者を出した1960年5
月23日のチリ地震津波，2004年12月26日のイン

ド洋地震津波などがある。2）チリ地震・津波にお

いて，現地では22万人以上，地震から24時間後に

津波が襲来した日本においても100人以上の人命

を失った。地震や津波の発生が海外を震源とする

場合は，津波の規模が想定困難な場合もあり，被

害は甚大なものとなることが多い。特に，チリ地

震津波においては，日本で揺れを感じることもな

く，津波が日本まで到達することは予測されなか

ったため，北海道から沖縄まで全国に被害が及ん

だ。チリから日本までの津波の平均時速は約777
メートルと推測されており，2）対策が遅れたこと

も被害を多くした要因と考えてられている。

国内において発生した地震としては，1995年1
月17日の兵庫県南部地震の阪神・淡路大震災，

2011年3月11日の東北地方太平洋沖地震，2）2016
年4月14日の熊本地震，2016年10月21日の鳥取

県中部地震など被害は甚大なものとなった。地震

に続いて発生した津波や火事の被害は大きなもの

となったが，対応次第で，特に初期対応が機能す

れば，二次災害を減らし，被害を最小限に留める

ことも可能であったとの指摘もある。特に，東北

地方太平洋沖地震においては，学校の対応や教職

員の判断，保護者や児童生徒自身の判断で無事に

避難した一方で，多くの人々が逃げ遅れ犠牲者と

なった。このように，災害時においては，初期対

応やそれまでの避難訓練の実施方法・内容等が生

死を分けるといっても過言ではない。このことは，

インド洋地震津波でも同様であったと生存者が語

っている。

このような状況の中，文部科学省（平成23年9
月）は「学校防災マニュアル（地震・津波災害）

作成の手引き」を作成，3）沖縄県県教育委員会

（平成24年3月）は「学校における地震・津波等対

策危機管理マニュアル」を作成，4）その通達を受

けて各学校において，「学校における危機管理マニ

ュアル」を作成し，地震発生・津波襲来の対応等

について，避難訓練や研修等を実施してきている。

しかしながら，アンケート調査等の結果による

と，学校における地震・津波を想定した避難訓練

や研修の実施，特に津波に関する避難訓練等の実

施についての詳細は把握していない現状にある。

「天災は忘れた頃に来る」。沖縄県においては，

学校だけでなく市町村自治体など行政において

も，地震や津波に対する準備や対応が遅れている

のが現状であると考えられる。

このような状況の中，地震発生に伴う津波が襲

来した際の各学校の対応について把握すること

は，児童生徒及び教職員の生命を守ることからも

重要であると考える。

本稿の目的は，高等学校における津波避難訓練

の実施状況と課題を把握し，今後どのような対策

を講ずることが必要であるのかについて検討する

ことである。

2. 調査方法

沖縄県立高等学校長60名に対して，アンケート

調査票を郵送し，回答を依頼した。実施期間は，

平成28年9月5日から9月29日までとした。質問

は，資料1のとおり4項目で，学校と地域連携につ

いて，①「貴校は海抜何メートルに位置していま

すか」，②「津波を想定した訓練を実施しています

か。該当する記号に○印を書いてください」，③

「設問2でアに回答した方のみ回答してください。

どのような訓練を実施しましたか」，④「設問2で
イ又はウに回答した方のみ回答してください。

実施していない理由を回答してください」，⑤

「その他，貴校で津波の避難訓練を実施する際の課

題等をご記載ください」に対して選択肢及び記述

により回答を求めた。調査を依頼した60校中55校
の校長より回答があり，回収率は91.7%であった。

3. 結果

（ 1 ）海抜について（表1参照）

海抜5m 以下に位置する学校は，11校（20%）

で，海抜6～10m に位置する学校も5校（9.1%）

あり，海抜10m 以下に位置する学校は計16校
（29.1%）であった。また，海抜30m 以下の学校

は計31校（56.4%）であった。一方，海抜31m
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以上の学校は計24校（43.6%）で，海抜51m 以

上に位置する学校も14校（25.5%）あった。

（ 2 ）津波の避難訓練の状況について（表2参照）

津波の避難訓練を実施している学校は35校
（63.6%），実施していない学校が12校（21.8%），

今後実施予定の学校が8校（14.5%）であった。

（ 3）上記設問2で，「ア　津波の避難訓練を実施

している」に回答した学校での訓練の内容に

ついて（表3参照）

津波の避難訓練を実施している35校の回答は

以下のとおりである。

ア　 「生徒と学校職員のみの避難訓練」22校
（62.9%）

イ　 「関係機関と連携した避難訓練」9校
（25.7%）

ウ　「卓上訓練」2校（5.7%）

エ　 「衣服を着用したプール等での訓練」　 
0校（0%）

オ　「その他」は2校（5.7%）

（ 4）問4上記設問2で「イ　津波の避難訓練を実

施していない」又は「ウ　今後実施予定であ

る」に回答した学校の実施していない理由に

ついて（表4参照）

ア　 「津波の災害は想定していない」9校
（45.0%）

イ　「時間の確保が厳しい」1校（5.0%），

ウ　 「具体的な訓練内容が計画できていない」

5校（25.0%）

エ　「その他」5校（25.0%）

「その他」の回答は，「津波及び地震災害の避難

訓練の避難場所がグラウンドであるため，行動自

体の差異はないと考えるため」「海抜25m と比較

的高地に位置しているため」，「標高が高いため実

施していない」，「12月に訓練を予定しているた

め」，「火災避難訓練時に兼ねて実施」，「11月に地

震・津波訓練を予定しているため（防火訓練は実

施済みです）」であった。

（ 5 ）津波の避難訓練をする際の課題について

○海抜5m 以下の学校の回答（1校は未回答）

①　 3段階に分けて対応方法を取るが，2段
階の避難場所への移動の際，県道を横

切るので二次被害の恐れあり。

②　 校舎が旧式で階段が狭い所やタイルが

はがれて転びやすい部分がある。避難

所がかなり遠く，実際に津波が起こる

とかなり困難に感じられる。

③　 避難経路は周知しているが，津波到着

時までの時間次第で校舎屋上へ逃げる

のかの的確かつ迅速な指示の必要性。

④　 避難場所への移動で横断歩道を渡りに

くい。

⑤　 高台に避難するために国道を横断しな

ければならず，実際に災害が起きた場

合に同じ行動がとれるか不安が残る。

⑥　 想定した訓練で終わっているので，本当

の有事の際，機能するのか疑問である。

⑦　 全校生徒（750名程度）が避難する時

の交通安全等。

⑧　 あまり緊張感がなく，実際の災害時に

対応できるか懸念される。

⑨　 海抜10メートル以下の学校に設置さ

れている新防災システムを活用して，

地震・津波と火災の避難訓練を別途実

施しているが，生徒のみならず，職員

の意識に危機感が感じられない。防災

に関する意識を高めることが問題であ

り，新防災システムの使用方法が，担

当者係間でうまく引き継がれていない

点も課題としてあげられる。

⑩　特になし。

○海抜6～10m の学校の回答

①　 校舎の4階，5階を避難場所にしている

が，スペースの確保が難しい状況。　

②　 本校は海抜6m で海岸より約100m に

位置する。マニュアルでは高台への避

難となっているが，果たして正しい避

難訓練となっているか不安。

③　 地域住民と連携した避難訓練が未実施

である。

④　 実際避難してきた地域の方と本校生

徒・職員との協力・連携体制の確立。

⑤　避難時のルート。

○他の学校の回答

①　 様々な場面ごとの職員の役割分担と生

徒の動きが充分確立されていない。

②　 海抜47m で地域住民の避難場所とな












